
健康・福祉、ＩＴテーマ分類サービス（専門サービス業）事業分類

４－１９－０５７平成１９年７月１２日認定日愛知県名古屋市地域

事業名： 医療費請求書の審査を自動化し高品質・短納期・低価格で提供するサービス事業

○事業概要（新規性、市場性等）
・保険者（健保組合、共済組合等）から依頼を受けて医療費請求書（以下「レセプト」という。）の診療
内容の妥当性を審査し、医療費の過剰請求を指摘する「レセプト審査サービス」を行う事業。従来
手作業が主体であったレセプト審査について、コンピュータとネットワークを利用したレセプト審査
支援システムを構築し、レセプト審査の業務プロセスを飛躍的に効率化することにより、納期を従
来の５分の１程度に短縮する。
・（有）ＴＭＭＣのシステム構築技術と（有）岐阜医事研究所のレセプト審査ノウハウを組み合わせる
ことにより、高い機密性を確保した環境下でレセプト審査サービスを提供できる。
・保険者をターゲットに（有）ＴＭＭＣが営業活動を実施し、レセプト審査の受注を獲得していく。また、
将来的には保険者に対するレセプト審査システムのレンタル事業を開始し、事業の拡大を目指す。

(ⅳ)自宅でも対話
審査が可能に

審査員の自宅

ＴＭＭＣ

運用
サーバ

(ⅱ)電子レセプ
トを運用サー
バに登録

岐阜医事研究所

(ⅲ)自動審査

(ⅳ)自動審査で判
断出来なかったレ
セプトを対話審査

運用
サーバ

(ⅰ)電子レセ
プトを送付

・電
子
レ
セ
プ
ト

・医
療
費

支
払
い (ⅴ)審査結果を

保険者へ通知

インターネット

コア企業：（有）ＴＭＭＣ
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有限会社ＴＭＭＣ 代表取締役 宮城達夫企業名 ・ 代 表者

・厚生労働白書によると国民医療費が毎年１兆円の増加で推移しており、平成１７年度は３２兆円に
達した。そこで厚生労働省は医療費抑制の１つとして、保険者側が自ら対応を実現できる有効施
策である「レセプトの全点審査」を各保険者に指導している。しかし、多くは請求された金額をその
まま支払っていると推測され、保険者は健康保険組合を筆頭に高い機密性が確保された査定率の
高い「レセプト審査」の委託先を切望していると考えられる。
・一方、平成１７年１１月３０日「政府・与党医療改革協議会」が決定した「医療制度改革大綱」により、
医療機関における電子レセプト化は公的医療機関と400床以上の大病院は平成２０年４月から完
全実施、その他の医療機関は平成23年までに完全実施される予定である。
・このような背景の中、有限会社ＴＭＭＣと有限会社岐阜医事研究所は、審査員の人手による審査
には限界を感じ、お互いのノウハウを融合することでレセプト審査をコンピュータで自動化できると
判断し、システムの開発に取組んだ。審査の自動化で審査の効率が高まり、事業として十二分に
採算性が取れると予測している。
・本連携体は、レセプト審査システムによる事業化に賛同する株式会社名城プロセスマネジメント研
究所、瀋陽日華計算機技術有限公司、シロキ工業健康保険組合、ブレイズ・コンサルティング株式
会社からの協力も得て事業の立ち上げ準備を行った。
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・電子レセプト審査システムはコンピュータで名寄せ、点検（単独・縦覧・突合）、再審査請求書・FD作成
を自動で行うことができる。審査条件が自動化されてない箇所や判断できなかった箇所はベテラン審
査員が対話で審査できるシステムとなっている。また電子データの保管と検索・統計情報提供サービ
スも準備していく予定。点検の量と質、時間と手間の問題解決を支援する。
・2007年10月に個別セミナー・デモを開催予定。


